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C. Results (baseline specification, Land price)

Note: Robust standard errors are indicated in parentheses. ***, **, and * indicate 
that the results are statistically significant at 1%, 5%, and 10%, respectively.
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政党研究における政党の
イデオロギー志向に関する再検討

浅　井　直　哉

１ 　問題の所在

本稿は，政党研究の系譜において，政党のイデオロギー志向性がどのように

論じられてきたのかについて検討することを目的としている。政党は何らかの

イデオロギーを有することにより他党や有権者に対して自らの立場を明らかに

する。イデオロギーは，「よい社会，およびそのような社会を建設する主要手

段に関する言葉によるイメージ」（Downs 1957: 96=1982: 99）と定義される。蒲

島・竹中（2012）は，「ある価値に基づいて一貫している複雑な思想・意識の

体系を，だれにでも理解できるように，単純な言葉・イメージ・シンボルなど

によって表現したもの」であるとともに「政党や階級などの社会集団にとって

の自己正当化の手段であり，国民の支持を獲得するために，どのような社会

（政治・経済・教育等の制度・構想などを含む）が望ましいのか，あるいはそれに

到達するにはどうしたらよいかを示したものである」としてイデオロギーを定

義している（蒲島・竹中 2012: 33）。

政党にとって，イデオロギーは組織的な求心力を保つとともに，他党との競

合において自らの立場を明らかにするために必要な「イメージ」や「シンボ

ル」であり，「道具」として使用されるものである（Downs 1957=1982）。ダウ

ンズ（Anthony Downs）によると，政党の目的は政権を獲得することにあり，

イデオロギーの実現そのものに向けられるのではない（Downs 1957=1982）。政
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党は，他党との競合に際して自らの立場を明確化し，有権者からの支持を獲得

するためにイデオロギーを掲げる。有権者は，政党の立場と自らのイデオロ

ギーとを比較することによって，投票先や支持政党の選択を行うためのコスト

を縮小することができる。

政党は，左傾化や右傾化といったように，自らのイデオロギーを変更し，左

右軸上において移動することがある。同様に，各党は，イデオロギー志向性の

強度についても一貫することなく，特定の状況下においてイデオロギー的な性

格を強めたり弱めたりすることが想定できる。政党がイデオロギー的な性格を

強めると，有権者は政党のイデオロギーを認識しやすくなる。反対に，政党が

イデオロギーにもとづく主張を弱めると，有権者にとって政党の立場を認識し

たり投票先や支持政党を選択したりすることは困難になる。政党とイデオロ

ギーとの結びつきに関して，政党が左右軸上のどこに位置するのか，左右軸上

のどこに位置していると有権者に認識されるのかという点とともに，政党がど

の程度までイデオロギーを強く志向するのか，どのようなときにイデオロギー

にもとづく主張を強めたり弱めたりするのかという点を扱うことも可能である。

本稿は後者に焦点を当て，政党がイデオロギー志向を有すると考えられる相互

作用および組織についての理論的な整理を行う。

本稿の行論は，以下のように進められる。次節では，本稿の関心が各党の左

右軸上の立ち位置ではなく各党の有するイデオロギーへの志向性という点にあ

ることを示すとともに，イデオロギー的な志向性を分析するための視点を提示

する。続く第 3 節では，イデオロギー志向を有する政党の特徴について，政党

間相互作用という点からの検討を行うために，サルトーリ（Giovanni Sartori）

の提示した政党システムのタイポロジーに目を向ける。ここで明らかになるの

は，多党化，小規模政党，一極システムおよび多極システムという点が政党の

イデオロギー志向を促進することである。第 ４ 節では，カルテル政党がイデオ

ロギー志向を有する可能性に焦点を当てる。カルテル政党には，政党助成制度

によって資金を調達するという特徴がみられる。一般に，同制度については政

党と有権者との結びつきを弱めるという見方がなされるものの，政党が有権者
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との結びつきを維持するためにイデオロギー志向を強める動機となる側面もみ

られることを指摘できる。最後に，本稿の知見とさらなる研究課題を示す。

２ 　イデオロギー志向とプラグマティック志向

一般に，政党のイデオロギーは左右の軸を連続的に示す一次元的な直線とし

て描かれる。政党がイデオロギーを道具として使用するのであれ，党員や支持

者をつなぎとめるための連帯的な意識として位置づけるのであれ，各党は，左

から右までの一直線上のどこかに自らを位置づける。政党とイデオロギーとの

かかわりは，イデオロギーを道具として捉えると，各党がどのような立場をと

るのかという点に主な関心が向けられる。イデオロギーを党内に共有される連

帯意識や観念として考えると，左か右かといった政党の立ち位置ではなく，各

党がどの程度のイデオロギー志向を有しているのかという点に目を向けること

になる。

政党が一つの極に位置することとイデオロギー的な性格を強めることは異な

る現象であり，政党とイデオロギーとのかかわりを論じるには，各党の立ち位

置と志向性とを区別する必要がある。両者を同一視すると，左右いずれかの極

に位置する政党はイデオロギー志向であり，中道の政党はプラグマティック志

向であるということになる。プラグマティックを「実践的」と捉えると，中道

付近に位置する政党とプラグマティック志向の政党とをイコールで結びつける

ことはできない。同様に，いずれかの極に位置する政党がイデオロギー志向で

あると決めつけることはできず，実践的な志向を有する場合もある。

政党のイデオロギーは，左右軸だけでなく，イデオロギーの強度という点か

ら捉えることもできる（Sartori 1976=2000: 137）。図 1 は，左右の立ち位置を示

す横軸に，イデオロギー的な性格の強弱をそれぞれ「イデオロギー志向」，「プ

ラグマティック志向」として配置した縦軸を追加したものである。各党の立ち

位置と志向性とをそれぞれ異なる軸として配置することにより，「極」や「中

道」といった立ち位置とイデオロギー的な性格の強弱とを区別することができ
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る。本稿が焦点を当てるのは，図 1 で示される領域のうち，第一象限と第二象

限に位置づけられる政党および，プラグマティック志向からイデオロギー志向

へと垂直方向に移動しうる政党の特徴である。

図 １　政党の立ち位置と志向性

出所：筆者作成。

どのような場合に政党がイデオロギー志向を示すと考えられるのであろうか。

まず，各党のイデオロギーの強弱が各国の政治文化によって規定されるという

見方を挙げることができる。政党は，イデオロギー的な政治文化がみられる国

において，イデオロギー的な主張を強める傾向にあるという（Almond and 

Powell. 1966: 61-62）。一国の政党システムにおいて，各党のイデオロギー的な主

張に関する一般的な傾向を確認することができるとすれば（LaPalombara and 

Weiner 1966: 36），イデオロギーに関する各党の志向性はその国の政治文化に規

定されるため，政党間の違いはみられない。欧米諸国を中心に，共産主義をめ

ぐる対立がみられなくなったことをうけてイデオロギーの終焉が論じられたり

（Bell 1960=1969），政党政治における社会基盤の衰退やイデオロギー的な区別の

衰退が指摘されたりしている（Katz and Mair 2018=2023: 111）。政治文化が政党
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のイデオロギー的な主張の強弱を規定する要因の一つであるとしても，各党の

イデオロギー的な性格は，政治文化だけによって規定されるものではない。

先述のように，政党とイデオロギーとの結びつきについては，次の二つの見

方を挙げることができる。一つ目は，ダウンズの議論にもとづき，他党との競

合において有権者からの支持を得るための道具としてイデオロギーを位置づけ

る見方である。サルトーリは，政党を「選挙に際して提出される公式のラベル

によって身元が確認され，選挙 （自由選挙であれ，制限選挙であれ）を通じて候補

者を公職に就けさせることができるすべての政治集団」（Sartori 1976: 63=2000: 

111）と定義した。エプスタイン（Leon D. Epstein）は，緩い組織であったとし

ても，所与のラベルのもとで政府の公職保持者を当選させようとする全ての集

団が政党であるとみなした（Epstein 1967: 9）。ダウンズによれば，政党とは

「正規に定められた選挙で，政権を得ることにより，政府機構を支配しようと

努める人びとのチーム」（Downs 1957=1980: 26）であるという。

これらの定義は，政党が選挙競合を通じて議席を獲得しようとする集団であ

ることに注目し，公的な存在であることを示している。政党は，政府機構の支

配を目的として公職の候補者を擁立し，議席を得ようとするのであり，議席を

獲得した時点で公的な存在としての性格を帯びる（岩崎 2015: 62）。このとき，

イデオロギーは，政党が政府機構の支配や議席の獲得を実現するため，有権者

に向けて自らの立場を示す手段となる。

ノイマン（Sigmund Neumann）は，政党を「社会の積極的な政治的行為者た

ち，すなわち政府権力の統制に関心をもち，さらに種種異なる諸見解をいだく

他の単数または複数の集団と大衆的支持をめざして競争する人々の明確な組織

体」（Neumann 1956=1961: 523）と定義するとともに「もろもろの社会的勢力お

よびイデオロギーを公式の政府諸制度に結びつけ，またそれらをより大きな政

治的共同体内において政治行動に関係づける偉大な媒介者」（Neumann 

1956=1961: 523-52４）であると論じた。ノイマンの定義は，サルトーリやダウン

ズの定義と同様に，政党が公的な立場の獲得を求める存在であることに注目し

ている。同時に，「媒介者」という表現は，政党が私的な領域とのかかわりを
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もつ存在であることを示している。

政党が必ずしも公的な性格だけをもつのではないという点は，政党とイデオ

ロギーとの結びつきに関する二つ目の見方につながる。私的な集団としての政

党の性格に目を向けると，議員や党員が共有する思想や意識の体系としてイデ

オロギーを捉えることができる。バーク（Edmund Burke） は，政党を「連帯し

た努力により彼ら全員の間で一致している或る特定の原理にもとづいて，国家

利益の促進のために結合する人間集団のことである」（Burke 1770=1973: 275）

と定義している。ここでの「或る特定の原理」にイデオロギーを含めると，政

党のイデオロギーは，組織に参加する人びと「全員の間で一致している」考え

方である。

政党の公的な側面において，イデオロギーは，政党が有権者からの支持を得

るために使用する道具となる。私的な側面において，イデオロギーは，政党組

織の参加者が共有する意識や考え方である。この区別は，政党のイデオロギー

に関する見方として，外向きに作用して政党から有権者に伝達されるものとす

るのか，内向きに作用して議員や党員の間で共有されるものとするのかという

違いを示す。

デュベルジェ（Maurice Duverge）は，政党組織への参加の程度の違いによっ

て有権者，支持者，党員，活動家を区別し，それらが同心円を形成する関係に

あることを指摘した（Duverge 1951=1970: 79）。同心円は，内側に向かうほど参

加の度合いが強まることを意味し，最も外側の円には有権者が，外側から二番

目の円には支持者（シンパ）が該当する。有権者の円の位置は，有権者が最も

政党組織とのかかわりの弱い存在であることを意味する。支持者の円よりも内

側に位置づけられるのは党員であり，さらに内側には活動家が存在する

（Duverge 1951=1970: 108-135）。デュベルジェの論じた同心円をもとに考えると，

政党のイデオロギーは，有権者と消極的な支持者に伝達され，活動家，党員お

よび積極的な支持者に共有される。
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図 ２　政党組織アクターの関係

出所：Duverge（1951=1970: 108-135）をもとに筆者作成。

政党が有権者への発信を重視する場合と，組織内の結びつきを重視する場合

において，イデオロギーの強弱とのかかわりはみられるのであろうか。パネビ

アンコ（Angelo Panebianco）は，政党組織の発展に関する議論において，イン

センティブと組織の構造という点に注目した。パネビアンコによると，政党組

織の内部には，集合的インセンティブと選択的インセンティブとの間にジレン

マが生じる（Panebianco 1988＝2005: 16-18）1。集合的インセンティブは，平等な利

益の配分や約束を提示して，政党の参加者に党組織との一体感や連帯感を与え

る。集合的インセンティブは，主として一般党員の参加を説明するものであり，

綱領や政策の実現という政党の公式的な目的と結びついている。

集合的インセンティブが一般党員の参加を説明するのに対し，選択的インセ

ンティブは，一般党員と党内のエリートとの間にみられる権力の偏りを説明す

1	 パネビアンコは，インセンティブをめぐるジレンマの他に，政党が 3 つのジレンマ
に直面すると論じている。
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る。政党組織には，綱領や政策に同調する一般的な党員だけでなく，党内の権

力獲得を志向するエリートが含まれる。党員とエリートの区別は，党組織が異

なる立場の人びとによって構成され，エリートには党員よりも多くの党内資源

が配分されることを示している。選択的インセンティブにもとづく参加者は党

内権力の獲得を志向し，連帯感の共有よりも党組織の存続を重視する。いずれ

か一方のインセンティブを重視することは，もう一方のインセンティブの低下

を招くこととなり，政党組織は存続の危機に直面する。

また，パネビアンコは，政党組織の構造という点に関して，参加者の目的が

一致することによってもたらされる共同体的な観念にもとづく「連帯システ

ム」という見方と，一種の社会のように，多様な意見がみられるような状況を

想定する「利益システム」という見方を示した（Panebianco 1988＝2005: 25-28）。

党内資源をめぐる競合が展開されるようになると，政党は，多様な利益を扱う

組織としての性格を帯びる。パネビアンコの議論において，「連帯システム」

と「利益システム」は政党組織の発展という点から説明される。政党は，組織

の初期段階において共通の目的をもつ人びとから構成され，その段階において

連帯システムとしての性格を有する。その後，政党組織は，中央集権化や官僚

制化を経験することによって，政治的目的の達成とは別に，日常的な活動に従

事しなければならなくなる。

この変化は，政党が社会運動型の参加を基礎とする集団から専門職型の参加

を基礎とする集団に移行することを意味している。社会運動型の参加を伴う政

党は，特定の社会運動に参加したり，価値観や考え方を共有したりする人びと

を基礎とするのに対し，専門職型の参加を伴う政党は，組織そのものに価値を

見出し，維持を求める人びとが党組織の運営にあたる。

パネビアンコの議論を援用すると，政党のイデオロギーは，組織が「連帯シ

ステム」から「利益システム」へと移行することによって一枚岩的なものから

多様性を伴うものへと変化し，時間の経過とともに希薄化する。このように考

えると，政党のイデオロギー的な性格は，党組織の存続期間に比例して弱まる

可能性がある。しかし，全ての政党が社会運動型の延長線上に位置づけられる
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と捉えることは現実的ではない。また，あらゆる政党が同じ発展の過程をたど

るとする見方も適切ではなく（Biezen 2005），連帯システムとしての傾向を維

持する政党が存在する事例を想定することもできる。

ここで重要なのは，政党が集合的インセンティブを重視し，また連帯システ

ムとしての性格を有するときに，イデオロギー的な性格の強化がみられるとい

う点である。すなわち，政党は，有権者に対する発信よりも内部組織の連帯感

を重視するとき，あるいは重視することを迫られるとき，イデオロギー的な志

向を強める。政党は，自らの立場を有権者に伝達するだけでなく，活動家，党

員，積極的な支持者をつなぎとめるためにイデオロギーを掲げるからである。

以下では，政党がイデオロギー的な志向を強める状況，すなわち組織内部の連

帯を重視する状況について，政党間相互作用の点から検討を行う。

３ 　政党システムにおけるイデオロギー

⑴　イデオロギー志向的な政党システム

政党システムには，政党間競合から生まれる相互作用のシステムや，ある政

党の組み合わせによって示される競争的かつ協力的な相互作用の特定のパター

ンという定義がなされる（Sartori 1976=2000: 76; Webb 2000: 1）。政党間の相互作

用には，単一的な傾向ではなく多様性がみられる。サルトーリは，有意な政党

の数とイデオロギー距離を基準として，政党システムの七類型を提示した。

たとえば，穏健な多党制においては，各党のイデオロギー的距離が比較的接

近しており，求心的な競合がみられる。分極的多党制には，分裂し分極化した

政党システムが該当し，そこでは遠心的な競合がみられる。政党のイデオロ

ギーを論じる際には，一般的に，左右軸にもとづく配置に関する議論がなされ

る。サルトーリのタイポロジーにおいて，尺度として用いられたのはイデオロ

ギーの距離であり，強度ではない。「イデオロギー＜距離＞は一党制以外の政

党制を理解しようとするときに関係してくる概念であ」り，「一方，イデオロ

ギー＜強度＞は一党制国家を理解するために不可欠の概念である」（Sartori 
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1976=2000: 221）。実際にサルトーリは，イデオロギー強度という尺度にもとづ

いて，一党制とヘゲモニー政党制の下位類型を示している。

表 1 は，一党制の下位分類を整理したものであり，三つのタイプをイデオロ

ギー―プラグマティックの連続線上に位置づけている。ヘゲモニー政党制につ

いても同様に，サルトーリは，「権威主義的色彩が濃くなればなる程，イデオ

ロギーの比重が大きくなるという仮説」（Sartori 1976=2000: 38４）にもとづいて，

「イデオロギー指向ヘゲモニー政党制」と「プラグマティック指向ヘゲモニー

政党制」の区別を行った2。

表 １　一党制のタイプと特徴

基準 全体主義一党制 権威主義一党制 プラグマティック一党制

イデオロギー 強く，全体主義的 弱く，非全体主義的 無関係もしくは非常に弱い

強制力，抽出，動員 大 中 小

政策対外部集団 破壊的 排除的 吸収的

下位集団の独立 なし 非政治集団に限り 許可もしくは寛容

専断（性） 束縛なく，予測不可能 予測可能な範囲内で 束縛あり

出所：Sartori （1976=2000: 377）。

たしかに，一党制ないしヘゲモニー政党制という非競合的なシステムにおい

て，イデオロギーの距離を尺度として用いるのは適切ではない。イデオロギー

的距離は，複数の政党が競合する状況において有効な分析視角となる。しかし，

「距離」の尺度は，あくまでも政党間のイデオロギー的距離に関する遠近を示

すのであり，各党がどの程度の「強度」を有しているのかを表すものではない。

競合的なシステムにおいて，必ずしも各党の「強度」が同程度であるとは限ら

ない。

競合的な政党システムにおける各党のイデオロギー志向は，次のような二つ

2	 サルトーリは，「イデオロギー指向ヘゲモニー政党制」に該当する国として当時の
ポーランドを挙げ，「プラグマティック指向ヘゲモニー政党制」に該当する国として
当時のメキシコを挙げている。
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のパターンが想定できる。第一に，イデオロギー志向の政党による相互作用が

みられる場合であり，第二に，イデオロギー志向の政党とプラグマティック志

向の政党の相互作用がみられる場合である。前者の事例としては分極的多党制

を挙げることができ，後者の事例としては一党優位政党制を挙げることができ

る。七類型は，距離を尺度とする分類がなされているが，各類型の政党間相互

作用に注目すると，システムを構成する各党のイデオロギー「強度」について

も視野に入ってくる。

サルトーリのタイポロジーにおいて，分極的多党制は競合的なシステムに分

類されている。高度に分裂したシステムにおいて 5 党以上が存在しており，右

翼と左翼の双系野党に加え，中央に一つの政党ないし政党群の存在がみられる。

求心的な競合よりも遠心的な競合を示す傾向があり，各党におけるイデオロ

ギーのパターンがより根元的である（Sartori 1976=2000: 222-2４3）。

分極的多党制においては，左右のそれぞれに政党が存在するとともに，中間

の領域にも一つの政党ないし政党群が存在する。中間に位置する政党が存在す

るにもかかわらず，遠心的な競合がみられるのは，中間勢力が一方の極あるい

は両極の政党に票を奪われるからである。中間に位置する勢力の存在は，「中

間領域が＜競合の圏外に出る＞ことを意味」し，「中間領域を占める政党が存

在すると《脱中間ドライヴ center-fleeing drives》がシステムに加わり，求心

的競合が阻害される」（Sartori 1976=2000: 23４-236）こととなる。

分極的多党制において，イデオロギーに関する明確な特徴は，政党間の距離

が離れていることに伴い，遠心的な競合がみられる点である。ここでは，上記

の六点目に挙げられている「イデオロギーのパターンがより根元的であるこ

と」に目を向ける。サルトーリによると，「イデオロギー空間が大きい時には，

政治システムに多彩な政党が含まれて」おり，「政策だけでなく，基本的な原

理，原則についても意見を異にする政党が含まれていることになる」（Sartori 

1976=2000: 237）という。原理や原則の違いが政党間の距離をもたらしており，

イデオロギーを重視する傾向は「経験主義やプラグマティズムの心的傾向と相

容れないものである」（Sartori 1976=2000: 238）。イデオロギーの強さについては
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政党ごとの違いがみられるものの，分極的多党制においては，イデオロギーを

基礎とする各党の主張が政党間相互作用を規定しており，その点で根元的なパ

ターンがみられる。各党のイデオロギー強度が低下するとしても，根本的な競

合のパターンに変化は生じず，「イデオロギー指向がプラグマティズム指向に

変質することはない」（Sartori 1976=2000: 238）。

また，サルトーリは，「ある政治システムがイデオロギー的指向であるのは

その社会がイデオロギー化しているためである」としながらも「政党制の形状

が当該社会のイデオロギー・パターンを維持し支えているという事実に正当な

注意が払われるべきであろう」と指摘している（Sartori 1976=2000: 239）。前節

でみたように，イデオロギー的な政治文化がみられる国においては，分極化し

た政党間競合が繰り広げられる。しかし，サルトーリの指摘によれば，政党シ

ステムが分極化しているからこそ，イデオロギー的な政治文化がみられるとも

考えられる。

分極的多党制において，各党がイデオロギー志向を強める理由について，サ

ルトーリは以下のように述べている3。

先ず第一に，独立した存在として認識され認められるべき政党の数が多

いと，プラグマティックな側面から他党との相違を明確に示すことが難し

くなるからである。第二の理由は極端な多党制という状況での政党の生き

残り戦略に関係する。極端な多党制の下では，ほとんどの政党は比較的小

規模な集団である。そのため，フォロワーに教義を教え込み＜信者＞に仕

立て上げることが最も確実な生き残り策になる。そして，《伝染の法則 

law of contagion》が作用して，最も大きな政党でさえ他党の例にならお

3	 サルトーリは，この後に，大規模な勢力をもつ政党や議会第一党および第二党が包
括政党化の戦略を選択しない点についての説明を続けているが，必ずしも明確な指
摘がなされているとはいえない。彼は，「国別基準を使わずに国際比較基準ないし共
通の基準を使用すれば，分極化した政治システムのイデオロギー・パターンが総浚
えゲームを現に制限している程度をきっと理解できよう」（Sartori 1976=2000: 2４0）
と述べている。
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law of contagion》が作用して，最も大きな政党でさえ他党の例にならお

3	 サルトーリは，この後に，大規模な勢力をもつ政党や議会第一党および第二党が包
括政党化の戦略を選択しない点についての説明を続けているが，必ずしも明確な指
摘がなされているとはいえない。彼は，「国別基準を使わずに国際比較基準ないし共
通の基準を使用すれば，分極化した政治システムのイデオロギー・パターンが総浚
えゲームを現に制限している程度をきっと理解できよう」（Sartori 1976=2000: 2４0）
と述べている。
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うとする（Sartori 1976=2000: 239）。
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を確保していること」（Sartori 1976=2000: 329）である。さらに，一党優位政党

制には「有権者が安定しているようにみえること」と「第一党と第二党の差が

大きければ，三回連続して絶対多数議席を確保する」ことという二つの基準が

設けられている（Sartori 1976=2000: 333）。サルトーリは，上記の三つの「条件
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ても，一党優位政党制の分類に該当する事例を念頭に置いた条件を示している。

基本的には上記の条件がみられるものとしながら，「ただし，絶対多数議席を

もたぬ政党であっても政権担当の資格があるとはっきり認められている国の場
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合は例外として同等に扱」い，「このような場合には，単独少数政権が持続力

と有効性を失わない点にまで境界点を引き下げることができる」（Sartori 

1976=2000: 329）という。

一党優位政党制に関する議論においては，優位政党が主たる分析対象となる。

村上（1986）は，デュベルジェによる優位政党の説明について，「⑴他の政党

にたいする優位の持続，⑵一つの時代との一体化，⑶その支配の『正当性』に

たいする承認，という特色」があると整理している（村上 1986: 200）。デュベル

ジェは，一党優位政党制の文脈において優位政党を論じたのではないが，一つ

の政党が他の政党に比べて優位な立場に置かれる現象に関心を向けたのであっ

た。

優位政党は，時代を画するような歴史的出来事から，さまざまな政治的資源

を獲得することによって，長期的に優位な立場を維持することができる

（Arian and Barnes 197４）。優位性の起源は，歴史的な出来事において主導的な

立場を担った点に求められ，優位性の維持は，その後の時代と一体化し，有権

者から正統性が承認され続けることによって可能となる。

優位政党は，絶対多数に迫る議席を獲得し続け，有権者の多数派から支持さ

れ続ける。その点において，優位政党は自らの立場を維持する間に柔軟性を獲

得する。優位政党がいかに優位であろうとも，政党にかかわる者の間には，活

動家から有権者までの広がりがみられ，組織の活動において核となる人びとと，

選挙の際に投票するだけの人びととの間には隔たりがある。新たな価値観の台

頭や社会の変化に直面する中で，熱心な党員であれば，集合的インセンティブ

にもとづいて政党への参加や支持を続けると考えられる。しかし，有権者の多

数派からの支持を常に惹きつけるためには，変化に対応しなければならない。

「一党優位政党制には一党優位政党制でなくなってしまう可能性が常に孕まれ

ている」（Sartori 1976: 33４）。しかし，一つの政党が優位な立場を維持する限り

において，その政党は，従来の支持者をつなぎとめる意味での一貫性と，新た

な支持者を惹きつける意味での柔軟性が求められる。ペンペル・村松・森本

（199４）は，優位政党が獲得する柔軟性について二点を挙げている。第一に，
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「より新しく，より活力のある支持を引き付けるため，従来の党の支持集団の

一部分を裏切る」という方法であり，スウェーデンの社会民主党が一時的に成

功を収めたとされる（ペンペル・村松・森本 199４: 22-23）。

第二に，「それほど公然たる先に述べたような『裏切り』を伴わず，イデオ

ロギー的立場も変えず，また党の政治的価値規範に対して適切な敬意を払いな

がら，実際には，プラグマチックな，政治的中央に向けた統治を行うという」

（ペンペル・村松・森本 199４: 23）方法が挙げられる。優位政党は，従来の支持者

との結びつきを維持するために立場を変えないが，イデオロギー的な性格を実

践的な方向に移すことによって，新たな支持を獲得することに成功する。「優

勢政党には，『包括政党』となろうという強い誘因が働」き，「その結果，支配

の初期段階では排他的に振舞うが，その後は包括的戦略が成功の原因になる」

という。

優位政党は，包括政党化し，プラグマティックな志向を有することによって

その立場を維持しようとする。それでは，反対に，優位政党と競合を行い続け

ながら，常に劣位な立場に置かれる政党にはどのような傾向がみられるのであ

ろうか。砂田（1978）は，「長期に政権を保持する優位政党はよりプラグマ

ティックな極に近いのに対して野党はおしなべてはるかにイデオロギー的であ

り，しかも両者の非対称性が中心的傾向を確認できぬほど顕著であることが見

出される」（砂田 1978: 66）と指摘している。

一党優位政党制において，優位政党は包括政党化を志向するのに対し，劣位

政党はイデオロギー的な性格を保持する（岩崎 2020: 128）。劣位政党が得票し続

けるには，優位政党を支持する多数派ではなく，残された少数派の有権者に働

きかける必要があるからである。劣位政党は，少数派の有権者からの支持をつ

なぎとめるために，従来の立ち位置とイデオロギー的な主張を維持しなければ

ならない。劣位政党にとって，態度の軟化は，一方で新たな支持層の獲得を可

能にし，優位政党に対抗するための手段の一つであるとしても，他方で，従来

の支持層の離脱を招き，得票の減少につながるおそれがある。

優位政党が絶対多数議席を確保する限りにおいて，劣位政党が有するのは小
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規模な議席にとどまるのであるが，二つの勢力をとりまく状況は，一度の選挙

によって変化する可能性を秘めている4。一党優位政党制は，二党制にも多党制

にも変化する可能性があるとされており（岩崎 2020: 131-132），この点は，一党

優位政党制が二党制のフォーマットにおいても多党制のフォーマットにおいて

も出現しうることとつながりをもつ。

一つの優位政党の存在が一党優位政党制の条件であり，劣位政党がいくつ存

在しようと，優位性が揺らぐことはない。一つの優位政党に対し一つの劣位政

党が存在する場合には，二党制のフォーマットがみられることになり，政権交

代の可能性が残されている。二党制のフォーマットにおいて，優位政党がプラ

グマティック志向を有するとき，劣位政党が優位政党と同じようにプラグマ

ティック志向の戦略を掲げることも考えられる。その意味では，二党制フォー

マットにおける劣位政党もイデオロギー志向を弱める可能性を指摘できる。

しかし，一党優位政党制である限り，二党間の勢力には大規模な差が生じて

いるのであり，劣位政党は支持層をつなぎとめておく必要がある。それゆえ，

必ずしも劣位政党がイデオロギー志向を弱めるとは限らない。また，多党制の

フォーマットにおける一党優位政党制において，一つの劣位政党が他党との協

力なしに優位政党の立場を覆すことは難しい。もっとも，複数の劣位政党は，

他党との連携を模索するために柔軟な対応をとるよりも，一貫した態度をとる

方が小規模ながら確実な得票を見通すことができる。

このように考えると，特に多党制のフォーマットにおいて，小規模な劣位政

党はイデオロギー的な性格を強めると想定できる。イデオロギー的距離にかか

わらず，優位政党と劣位政党との間には大きな勢力の差がみられ，劣位政党は

生き残るための戦略として，従来の支持層とのつながりを重視する。サルトー

リは，分極的多党制の説明において，多党化の傾向と勢力の分散が各党のイデ

4	 一党優位政党制に変化が生じる場合として，砂田（1978）と岩崎（2020）は次の二
つの状況を挙げている。第一に，優位政党に匹敵する勢力の劣位政党が出現する場
合であり，第二に，劣位政党同士が協力することによって優位政党の議席を上回る
場合である。
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オロギー志向につながることを論じた。一党優位政党制の場合には，イデオロ

ギー的距離にかかわらず，一つの優位政党に対して一つ以上の劣位政党が存在

しており，劣位政党間における勢力の分散がみられるほど，各党のイデオロ

ギー的な性格が強まる（砂田 1978; 岩崎 2020）。

穏健な多党制についても，二党制フォーマットにおける一党優位政党制と同

じことがいえる。中道に向けた求心的な競合が展開されるとき，各党がイデオ

ロギー的な性格を強めるか否かは時々の政党間競合の在り方に規定される。し

かし，政権は政党の連立によって形成される可能性が高く，競合が行われると

ともに歩み寄りの可能性が模索される。穏健な多党制においては，政党間のイ

デオロギー距離が近いことに加え，その態度についても，イデオロギー志向よ

りプラグマティック志向が選択されると考えられる。

政党間相互作用という点から各党のイデオロギー的な志向性を考えると，多

党化がみられ，小規模な政党においてはイデオロギー的な志向を有する可能性

が高いと考えられる。特に，多党制的なフォーマットにおける一党優位政党制

の劣位政党はこの事例に該当するであろう。また，二党制および穏健な多党制

の属する二極システムでは，政党のイデオロギー志向がみられにくいと考えら

れる。二党によるプラグマティックな競合，あるいはイデオロギー的距離の近

い政党が競合とともに連携の可能性を検討するからである。それに対し，分極

的多党制の属する多極システムにおいては，政党のイデオロギー的な性格が強

い。一党優位政党制は一極システムと二極システムの間に位置している

（Sartori 1976=2000: ４72）。イデオロギー強度にもとづいて，非競合的なシステム

の類型化が可能である点をふまえると，サルトーリのタイポロジーにおいて，

一極システムと多極システムでは政党のイデオロギー的な性格が強まり，二極

システムの場合には各党がプラグマティック志向を有する傾向にある。

４ 　政党組織論

日本のような多党制フォーマットにおける一党優位政党制においては，劣位
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政党がプラグマティックな志向を有しているようにみえる場合もある。以下の

行論はこの点についての検証を行うものではないが，少なくとも現実政治には，

前節の暫定的な知見が整合的であるといえない状況もみられる。それゆえ，別

の視角からの説明が必要となり，その一つとして，本節では政党組織論の文脈

からの説明を試みる。

一党優位政党制に関する議論で言及されるように，包括政党はプラグマ

ティック志向の政党であり，それ以前に主要な地位を占めたのは，大衆政党で

あった。大衆政党は，階級や宗教といった社会的亀裂にもとづいて形成され，

支持者の代表としての性格を有する点においてイデオロギー志向の政党である。

それに対して，包括政党は，多様な社会集団への接近を試み，プラグマティッ

クな戦略をとることで広範な有権者からの支持を獲得した。

政党組織のモデルは，基本的に新たに主要な地位を占めるようになった政党

のタイプを示している。新たなモデルの出現は，それ以前に中心的な地位を占

めたモデルが消滅したことを意味しているのではなく，中心的な地位を占める

政党の特徴が変化したことを表している。隣接するモデル間には連続性があり，

モデルの並びを入れ替えることはできない（浅井 2023）。それゆえ，カルテル

政党は，包括政党の傾向を引き継ぐものであり，イデオロギー的な姿勢を強め

るようには思われない。実際に，カッツ（Richard S. Katz）とメア（Peter Mair）

も，この見方にもとづいてカルテル政党論を提起した。単独のカルテル政党に

目を向ける限りにおいて，たしかにイデオロギー的な主張を強める誘因はない

ように思われる。しかし，政党間カルテルの形成は，各党に均衡の維持に関す

る誘因をもたらし，生存可能性を高めるための戦略を優先させるのであり，こ

の点が各党のイデオロギー志向とかかわりをもつ5。

カルテル政党は，国家から資源を獲得しながら，組織の生存を第一義的な目

標とする。同様の目標を他党と共有していることがわかると，各党は政権の獲

得よりも現状維持を目標とする。各党は，生存を実現するために共謀という手

5	 以下の議論は，浅井（2023）に依拠し，その一部をまとめている。
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段を選び，政党間カルテルを形成する。カッツとメアは，「適応（adaptation）」

と「変化（change）」という表現を用いてカルテル政党の出現を説明した（Katz 

and Mair 1995: 5）。メアによれば，政党は，生きながらえるために，政策や戦

略，競合の様式を常につくり変えてきたという（Mair 1997: 89）。政党にとって，

適応することこそが生き残るための戦略であり，さもなければ，衰退の危機に

直面する（Katz and Mair 1995: 16）。

カルテル政党モデルにおいて，政党が国家に軸足を移し，国家の一機関に

なったという特徴は（Katz and Mair 1995; 2018=2023），政党がどのように生き延

びてきたのかを明らかにしている。政党を国家機関としてみなすことができる

のは，カルテル政党が公的助成によって生き延びているからである。カッツと

メアによると，政党は，資源の縮小やキャンペーン費用の増大による資金的コ

ストの問題を乗り越えるために政党助成制度を導入する。カッツとメアは，政

党助成制度に関して，政党が決定者であるとともに受益者でもある点に注目し，

政党が組織の維持という目的を達成するために，国家から資源を得るような仕

組みをとりいれると論じた。政党は，生存を可能にする策として国家からの公

的助成に目を向け，政党間カルテルを形成して政党助成制度を導入する。

政党助成制度は，日本を含めた多くの民主主義諸国において導入されており，

国家が同制度を通じて政党の組織や活動を支えることは世界的にも一般的な傾

向である（Biezen and Kopecký 2007; 201４; 2017; Scarrow et al. 2017）。政党が公的

助成を得ることは，程度の差がありながらも，それらの政党がカルテル政党の

特徴を有し，助成によって生き延びていることを裏づける。欧米諸国では，年

間収入のうちの50％以上を助成金から得ている政党がみられる（Biezen and 

Kopecký 2017: 86-89）。

政党が有権者への働きかけを行うのは，票を獲得するためであるとともに，

党組織に必要な資源を確保するためである。大衆政党と包括政党との間には，

特定の支持層を基盤とするのか，それとも包括的な社会集団に働きかけるのか

という違いがみられるものの，社会の側から資源を獲得するという共通点があ

る。二つのモデルに対し，カルテル政党は国家から資源を獲得しようとするの
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であり，その具体的な方法が政党助成制度である。

公的助成を通じて安定的な資金の確保が可能になると，政党は，包括政党の

ように社会の多様な利益に接近せず，組織維持を可能とする最低限度の利益だ

けを取り扱うことができるようになる。包括政党は，得票の最大化とともに日

常的な活動に必要となる資源を獲得するために，広範な有権者や団体に接近す

る戦略を採用した。政党助成制度は，要件を満たす限りにおいて資金が自動的

に政党に供給される仕組みであり，政党の側からすると，資金の獲得に向けて，

包括的な戦略を採用する有意性を低下させるものとなる。政党は，党組織の維

持と活動に必要な費用に加え，自党に所属する議員や候補者の資金需要を充足

できる程度の資金を得ることができる限り，社会の側から資金を獲得する必要

がない。

助成金は，基本的に各党の議席と得票にもとづいて配分額が算出されるため，

政党は選挙競合に参加しなければ助成対象となるための資格を得られない。し

かし，別の見方をすると，政党は選挙において一定程度の議席数を確保するこ

とにより，組織として必要な資金を得ることができる。カルテル政党は，資金

を得るという点において有権者を恒常的につなぎとめておく必要がなく，選挙

に際して有権者への働きかけと動員を実施することによって「政党」としての

立場を維持できる。

この点は，カルテル政党がイデオロギー志向を強める可能性と結びついてい

る。カルテル政党は，資金確保の点において広範な有権者との接続を必要とし

ないため，包括的な戦略をとる必要がなく，限定的な支持層を固定化するため

にイデオロギー志向を強めることができる。分極的多党制や一党優位政党制に

おいて，小党はイデオロギー的な性格を強めることによって一定の支持を得よ

うとするのであった。カルテル政党論の文脈において，政党助成制度が導入さ

れることにより，各党には包括政党よりも大衆政党に近い戦略を選択できる余

地が生じる。

イデオロギー志向の強化は，とりわけ反対党に色濃く反映されるのではない

かと考えられる。政権党の場合には，政党助成を前提にしても，戦略に変更が
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生じにくい。ある時点での政権党は，資金が相対的に充実しており，それらの

資源を政権維持と政策追求との両者に投入する。政権党がその立場を積極的に

手放すような行動をとることは想定されず，政権党であり続けるために自組織

を維持しようとすることは明らかである。それに対し，反対党の場合には，獲

得した資源を政権獲得に向けた行動に充てるのか，政策追求としての行動に投

入するのか，いずれか一方を選択できる立場にある。政権追求を志向する場合

に，反対党は，自党の資源を政権獲得に向けた行動に投入できる。

政策追求を志向する反対党は，結果的に政権の獲得を遠ざける可能性がある。

その点からは，政権を目指そうとしない反対党の存在を指摘できる。政権の獲

得に消極的な反対党は，使用可能な資金規模の範囲内で組織を維持し，政策的

な凝集性が低下するほどに大規模化すると適切な規模に分裂する。政策志向が

近似する場合においても，支持団体のすみわけを実現できれば，反対党は資金

面において大規模な支援を受ける必要がなく，固定的な支持層のつなぎとめを

重視することができる。結果的に反対党は，選挙における最低限度の集票活動

を行うことによって組織の維持という目的を達成する。反対党は，イデオロ

ギー志向を強めることにより，新規の有権者から支持を得るのではなく，既存

の支持層の固定化を推し進めて敗北のコストを縮小する。

生存を重視するための戦略は，反対党におけるイデオロギー志向の強化を促

す。一般的な見方をすると，イデオロギー志向ないしプラグマティック志向の

選択は，政党が政策を追求する要因であり結果でもある。しかし，カルテル政

党論の立場からすると，純粋な政策追求と自らの生存を求める場合に採用され

る政策追求とを区別でき，後者はカルテル政党化の帰結となる。政党が政策追

求行動を強める理由については，カルテル政党論による見方からも説明が可能

となる。反対党は，自己の生存のために政策追求的な姿勢を強める可能性があ

る。
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５ 　本稿の知見と今後の課題

本稿では，政党研究において，どのようなときに政党がイデオロギー志向を

有すると考えられるのかという点に目を向けた。以下では，本稿の議論を整理

し，政党がイデオロギー的な性格を強めるような相互作用および組織の特徴づ

けを行う。政党研究の系譜において，イデオロギーは有権者へと働きかけるた

めに用いられるものと組織内の結びつきを維持したり強めたりするために用い

られるものとの二つにパターンに区別できる。イデオロギー志向を強める政党

には後者が該当し，組織としてのまとまりを重視する傾向がみられる。

イデオロギー志向の政党について検討するには，各党がどのようなときに組

織としての連帯感を強めるのかという点に注目する必要がある。この点につい

て，政党システム論の文脈から指摘できるのは，多党化した状況において，小

規模な勢力にとどまる政党がイデオロギー志向を有する可能性である。第 3 節

では，最初に非競合的なシステムをとり上げて，政党システムのタイポロジー

にもとづく政党のイデオロギー志向性に目を向けた。

一党制に関し，全体主義的な一党制はイデオロギー的な性格が強く，プラグ

マティックな一党制はイデオロギー的な志向性が弱いとされる。図 3 は，図 1

におけるイデオロギー志向―プラグマティック志向の軸を上段，中段，下段の

三つに分け，一党制の下位類型を示したものである。縦軸の区分についてはヘ

ゲモニー政党制の下位類型にも援用できる。「権威主義の度合い」とイデオロ

ギー志向―プラグマティック志向とが連動しており，イデオロギー志向の政党

は上段から中段に位置し，プラグマティック志向の政党は中段から下段に位置

する。
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図 ３　一党制の下位類型における政党の立ち位置

出所：筆者作成。

図 3 は，一党制の下位類型にもとづくという点で非競合的なシステムを扱う

ための分析視角であるが，分極的多党制における政党の配置を考える際にも援

用できるように思われる。図 ４ では，図 3 の区分をもとにして，分極的多党制

における政党の配置を示している。分極的多党制では，イデオロギー志向を意

味する上段において，左右の両極に反対党が存在し，政権を担う政党ないし政

党群が中段に位置する（Sartori 1976=2000: 2４0-2４1）。政権党（群）が左右のどち

らに近い立場をとるかは状況に応じて異なるが，それらの政党は，縦軸の示す

イデオロギー的な志向性に関して，上段の反対党よりもプラグマティックな立
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下の点を考えることができる。上段においては，左右両極の政党が遠心的な競

合を展開するため，中道付近に位置する政党が勢力を保持しにくくなるからで

ある。下段の空白部分ついては，ある政党が連続線上のどの部分に軸足を置い

たとしても，中段に位置する政権党に吸収されるか，イデオロギー的な志向性

の強い上段の反対党に票を奪われる可能性が高いからである。プラグマティッ

ク志向の政党は，左右のいずれにおいても，極に位置するイデオロギー志向の

政党との違いを明示することが困難となる。

図 ４　分極的多党制における政党の立ち位置

出所：筆者作成。

分極的多党制においては，距離という点で各党が離れたところに位置するこ

とに加え，穏健な多党制よりも多くの政党が存在する。政党は，組織の維持を

重視する必要があり，イデオロギー志向を有することが自らの存在を維持する

手段となる。中間勢力は，イデオロギー志向であるのかプラグマティック志向
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であるのかについて可変的であるが，プラグマティック志向であればあるほど，

政党間相互作用の遠心力が強まると考えられる。それは，縦軸において両極の

政党群と中間勢力との距離が拡大するからである。

いずれかの極に位置し，イデオロギー志向を有する政党は，連帯システムと

しての性格を強めているとともに，政権から除外されている。政党が政権党と

しての立場を求めず，極に近い主張を繰り広げるとき，プラグマティック志向

の政党よりも継続的な支持を獲得しやすい。小党が多党化する状況において，

反対党は，イデオロギー的な志向を強めることによって他党との違いを明確化

する。このように考えると，政党のイデオロギー的な志向性について，非競合

的なシステムおよび分極的多党制から，多党化，小党，反対党という特徴を導

き出すことができる。

多党化と小党という条件は，多党制フォーマットにおける一党優位政党制に

もみられる。劣位政党は，自らの存在を維持するために一貫した方向性を示さ

なければならない。とりわけ，優位政党が一貫性と柔軟性を携え，包括政党化

して優位な立場を保持するとき，劣位政党は少数の有権者からの支持をつなぎ

とめるために，イデオロギー志向を強める。図 1 の見方を援用すると，左右を

問わず，優位政党がプラグマティック志向を有するため，イデオロギー志向の

側に空白部分が生じる。

図 5 において，劣位政党が生き残るには，イデオロギー志向側の空白部分に

軸足を置くことが有効な戦略となる。劣位政党は，極に近い立場をとりながら，

プラグマティック志向の側に位置することも可能である。しかし，優位政党が

プラグマティックな戦略を採用するため，劣位政党が存在できる領域はイデオ

ロギー志向の側よりも狭く，どのような主張を展開するのかという点について，

劣位政党の選択肢は限定される。また，優位政党が左右のいずれかに偏る場合

に，プラグマティック志向を有する劣位政党は，左右において優位政党の反対

側に位置しなければ，自らの特徴を明示できない。

非競合的なシステムにおいて，イデオロギー「強度」を尺度とする分類がな

される点に注目すると，政党システムが一極システムおよび多極システムの傾
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向を示すとき，各党がイデオロギー的な志向性を有するといえる。それに対し，

二党制と穏健な多党制が該当する二極システムにおいて，政党がイデオロギー

志向を有することは非合理的な戦略とみなされる。政党は，二極システムにお

いて政権獲得の可能性を有しているからである。政党のプラグマティックな志

向性は，単独政権であれ連立政権であれ，各党が立場を変えることなく政権交

代の可能性をもつときに高まる。反対に，政党が政権を求めない立場をとると

きにイデオロギー志向を強めると考えられる。

図 ５　一党優位政党制における優位政党の立ち位置

出所：筆者作成。

カルテル政党の文脈からは，反対党という要素が政党のイデオロギー的な志

向性を強める点について考えることができる。カルテル政党化が進むことに

よって，各党は，イデオロギー志向の選択肢をもつことができるようになる。

従来の政党組織論の文脈において，カルテル政党は包括政党の特徴を引き継ぐ
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のであり，イデオロギー志向が希薄化すると考えられる。しかし，特に反対党

の立場にあるカルテル政党は，国家から資源を獲得できるようになったことに

より，有権者や支持者に対して，選挙だけを見据えた働きかけを行うことがで

きる。カルテル政党は，自らの存在の維持を第一義的に目的とする点において，

包括的な働きかけを行う必要がなく，特定の支持層のつなぎとめを重視するこ

とが合理的な戦略となる。多党化した状況において小規模な反対党がカルテル

政党化することにより，各党は組織の存続を優先して，イデオロギー志向を強

める可能性が高い。

組織維持という目的について，パネビアンコは，党組織の利益システム化に

よってエリートが組織の存続を求めるようになると指摘した。しかしながら，

政党システム論およびカルテル政党論の文脈において，政党は自らの存続のた

めにイデオロギー志向を有する。その意味において，各党は，利益システムよ

りもむしろ連帯システムとして党組織を維持する方が，結果として政党という

立場を保持できる可能性がある。政党は，利益システムや包括的な戦略だけで

なく，連帯システムとしての特徴を重視し，イデオロギー志向を有することに

よって生存可能性を高めることができる。

これまでの議論をふまえ，今後の研究課題として次のような論点を挙げるこ

とができる。第一に，政府の形成や政治権力の獲得とは異なる側面にも目を向

けて政党を捉えなおすという点である。政党が選挙競合に参加するか否かとい

う基準を設け，政党と他の集団とを区別することは不可欠である。しかし，政

党が政権の獲得を求めるという点について，多党化した状況における小党やカ

ルテル政党には組織の存続を重視する傾向がみられるのであり，そのための戦

略としてイデオロギー志向を強める可能性が指摘できる。それに関連して，政

権の地位を求めない政党（Ware 1996: 159, 165），すなわち積極的に反対党の立

場を維持しようとする政党をどのように捉え，どのように論じる必要があるの

かについて，正面からとり上げる必要がある。

第二に，政党システム論と政党組織論との架橋という視点を挙げることがで

きる。二つの議論は，それぞれ政党研究の柱をなす議論である。両者は，政党
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間相互作用に注目するのか，それとも個々の政党に注目するのかという点に違

いがあり，政党が多様な側面をもつ存在であることをふまえると，異なる角度

から政党を捉えることは今後も必要な研究蓄積となる。しかし，どのような政

党が存在するときにどのような相互作用がみられるのか，あるいは，どのよう

な相互作用がみられるときにどのような特徴をもつ政党が存在するのかといっ

た点からの議論も可能である。政党間競合におけるダウンズの指摘や（Downs 

1957），二極システムにおける求心的な競合など（Sartori 1976），政党間相互作

用と各党の組織的な特徴とのかかわりを想起させる議論は豊富に蓄積されてい

る。したがって，政党システムと政党組織とのかかわりを正面から論じること

は，政党政治の新たな側面を開拓できることになるように思われる。
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